
4月18日 ： 国際通貨基金（IMF）・世界銀行の春季会合と関連イベント（ワシントン、24日まで）

4月20日 ： 貿易統計発表（財務省）

4月22日 ： 全国消費者物価指数発表（総務省）

4月26日 ： 有効求人倍率発表（厚労省）

4月27日 ： 日銀金融政策決定会合（日銀、28日まで）

4月28日 ： 経済・物価情勢の展望（展望リポート）（日銀）

4月28日 ： 米GDP速報値（米：商務省）

4月28日 ： 鉱工業生産・出荷・在庫指数速報発表（経産省）
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令和4年4月11日
第145号

固定資産課税台帳の縦覧期間 ： 4月1日から4月20日まで又は市町村の条例で定める同税の

第1期目の納期限までのいずれか遅い日までの期間

給与支払報告に係る異動の届出期限 : 4月15日



改 正 の 背 景

※上記に関する詳細につきましては、当社担当者へお問い合わせ下さい。

➢ 国民投票法の制定（平成19年5月）
憲法改正国民投票の投票権年齢を18歳と定め、民法についても法制上の措置を要請

➢ 民法の成年年齢の引下げについての最終報告書（平成21年9月17日法制審議会民法成年年齢部会）（抜粋）
「国民投票年齢が18歳と定められたことに伴い、選挙年齢が18歳に引き下げられることになるのであれば、18歳、

19歳の者が政治に参加しているという意識を責任感をもって実感できるようにするためにも、取引の場面など私法

の領域においても、自己の判断と責任において自立した活動をすることができるよう、特段の弊害がない限り、民法

の成年年齢を18歳に引き下げるのが適当である」と報告

➢ 公職選挙法の改正（平成27年6月）
選挙権年齢を18歳に引き下げ、民法についても法制上の措置を要請

➢ 民法の一部を改正する法律（平成30年法律第59号）
成年年齢の改正が行われ、令和4年4月1日から施行することを決定

令和4年2月10日発行

「 4月から成年年齢 1 8歳に引き下げ」

民 法 改 正 の 要 点

分 割 協 議 の 留 意 点

成年年齢の引き下げに伴い、遺産分割協議にも影響があります。

令和4年3月31日以前の遺産分割協議において20歳未満の相続人がいる場合、利益相反のため特別代理人の

選任が必要となりますが、同年4月1日以降の遺産分割協議においては18歳以上であれば特別代理人の選定は

不要となり相続人自身で協議に参加が可能となります。

令和4年4月1日より、成年となる年齢は20歳から18歳になりました。

民法改正の背景と要点、民法改正を受けた相続税法等の改正と分割協議の留意点を整理します。

相 続 税 法 等 の 改 正

上記の民法における成年年齢の見直しを踏まえ、20歳を基準と している相続税及び贈与税に係る次の主な規

定について18歳を基準とする内容の改正が行われました。

法務省ホームページ「改正の概要」より作成
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（資産税）

【 ２. 女性の婚姻開始年齢の引き上げ (民法第731条) 】

【 ３. 施行までの周知期間 】

【 １. 成年年齢の引き下げ (民法第4条) 】

いずれも20歳から18歳に引き下げ

「成年」と規定する他の法律も18歳に変更

女性の婚姻開始年齢を18歳に引き上げ

婚姻開始年齢は男女とも18歳に統一

令和4年4月1日から施行

④ 直系尊属から贈与を受けた場合の贈与税の税率の特例

⑤ 非上場株式等の贈与税の納税猶予

⑥ 住宅取得等資金贈与特例

① 未成年者控除

② 相続時精算課税

③ 結婚・子育て資金贈与特例

※令和4年4月1日以後に相続若しくは遺贈又は贈与により取得する財産に係る相続税又は贈与税について適用。

但し、規定によって年齢の判定日が異なる（②④⑥は贈与年の1月1日、③⑤は贈与日）ため注意が必要です。

① 一人で有効な契約をすることができる年齢

② 親族に服することがなくなる年齢

【改正前】

男性・・・18歳 女性・・・16歳

• 若者のみならず、親権者等の国民全体に影響

• 消費者被害の防止等の観点から、周知徹底が必要



※適用期限が令和6年3月31日までの事業共用分まで２年間延長されます。

【制度概要】

•年間300万円までを限度に損金算入（即時償却）が可能です。

•中小企業者等のうち常時使用する従業員数が500人を超える法人や適用除外事業者に該当する等

の一定の法人は、この特例の適用対象外です。

少額減価償却資産を取得した場合の損金算入制度の見直し

令和４年度税制改正により、少額減価償却資産について、貸付けの用に供するものが

対象資産から除かれることになります。この改正により１基10万円未満のドローンや

建設用足場リース器具を大量に購入して費用計上し、貸付を行って収入を得るような

節税商品の封じ込めが行われることになります。

また、取得価額が30万円未満の資産について年間300万円まで即時償却ができる中小企業者等の特例はその

適用期限が2年間延長されました。

ASAHI　NEWS （法人税）
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（出典：経済産業省資料をもとに作成）

減価償却資産を取得した場合、通常は法定耐用年数に基づいて計算した減価償却費が損金算入金額と

なりますが、少額資産については以下３つの制度が設けられています。

令和4年度の税制改正において、対象資産から貸付け（主要な事業として行われるものを除く。）の用に

供した資産を除外する改正が行われています。

改 正 の 概 要

制 度

取 得 価 額

少額の減価償却資産の

取得価額の損金算入

制度

（即時償却）

一括償却資産の

損金算入制度

（３年間で均等償却）

中小企業者等の少額減

価償却資産の取得価額

の損金算入の特例

（即時償却）※

30万円未満 〇

20万円未満 〇 〇

10万円未満 〇 〇 〇

償却資産税 非課税 非課税 課税

適用対象の上限金額 なし なし 年間合計300万円まで

【 留意点 】

リース業などの物品賃貸事業を行う事業者が賃貸する少額減価償却資産は、本改正の対象外となり従来

通りの計算による損金算入が可能とです。

 （法人税）
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令和3年12月10日公表の令和4年度税制改正大綱に基づいて作成しています。改正は国会の審議を経て可決・決定されるものであり、本資料の内容
については正確性を期しておりますが、改正内容等の確実性・正確性を保証するものではありません。予定される税制改正を踏まえ意思決定等を行うとき
は、事前に弊社担当者までご相談ください。

リース用

貸付業ではない会社

2年間延長

令和6年3月31日まで


